
2 2 1 2 2 2 1

48

20 20

37
34

30
24

14
15

27

15

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

0

10

20

30

40

50

60

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

死亡者

負傷者

発注件数

［人］ 1 3 1 4 2 2 1 2 2 2 1
12

21
14 14 8 11

20

48

20 20

37
34

30
24

14 15

27

15

0

10

20

30

40

50

60

70

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

負傷者 死亡者

1

8
1

10
7

5
5

3
2

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

死亡者 負傷者

1

2
1

2

7
1

9
4

3
3

1
4

3
2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

死亡者 負傷者

1

4
1

2
3

9
3

6
2

4
4

2
2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

死亡者 負傷者

1

6
4

5
2

4
2

1

5
4
4

2
2

1

0 1 2 3 4 5 6 7

死亡者 負傷者

42

67 66
59

89

65

78
86

75

56
47

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

令和６年度県工事事故防止対策事業計画

第６次県工事事故防止対策推進計画

県⼯事事故防⽌対策推進計画について

令和５年(暦年)県工事における事故発生状況

重点事項
１ 現場の配置体制や下請承認に関する適正な⼿続きなどの適切な施⼯体制の徹底
２ 「墜落,転落」「挟まれ,巻き込まれ」に分類される災害の防⽌
３ 経験豊富な作業員への経験年数に応じた安全衛⽣教育等の徹底
４ 物損公衆災害（⾃動⾞・バイク）の防⽌（特に⾶び⽯による被害の防⽌を徹底）

〔計画期間︓令和４年度〜令和８年度〕 基本⽅針 □ 『危険ゼロ』の実現を⽬指す

⽬ 標 □ 死亡災害ゼロ □ 第３次計画（震災前）の労働災害死傷者数の実績（74⼈）より減少させる

重点施策 □ 「法令等の遵守」，「研修機会の拡充」，「労働災害の予防」，「⼯事発注者としての取組」

令和５年度県工事事故防止対策事業計画（前計画）

重点事項
１ 「墜落,転落」「転倒」「⾶来,落下」「挟まれ,巻き込まれ」「切れ,こすれ」に分類される災害の防⽌
２ 経験の浅い作業員と経験豊富な作業員への経験年数に応じた安全衛⽣教育の徹底
３ ⾼年齢労働者への安全衛⽣教育の徹底,作業環境等の整備
４ 物損公衆災害（⾃動⾞・バイク，埋設管, 電柱・電線）の防⽌

［件］

※物損公衆災害・・・工事の作業が起因して第三者の財産が被災

主な取組
□ ⼯事現場安全点検及び下請負点検の実施（これまでの効果的な取組に加えて、作業計画書

の確認及び下請体制の確認（作業員の所属など）を全現場で実施）
□ 安全講習会等の実施
（型別の発⽣傾向及び経験豊富な作業員が起こしやすい事故事例を踏まえた講習会の実施）

□ 各部局の各事務所における型別傾向を踏まえた⽬標設定及び具体的な取組の実施
（現場事務所へ掲⽰，安全衛⽣教育時に下請業者へ配布・説明を実施するよう指導）

６ 物損公衆災害の推移（H25〜R5） ⾚字︓新規

＜労働災害死傷者数（うち死亡者） ＞
第1次（H８年〜H12年） : 111⼈（15⼈）
第2次（H13年〜H17年） :   86⼈（ ８⼈）
第3次（H18年〜H22年） :   74⼈（ ５⼈）
第4次（H24年〜H28年） : 152⼈（ ７⼈）
第5次（H29年〜R３年） : 121⼈（ ４⼈）
第6次（R４年〜R８年） ︓ 43⼈（ １⼈）(R５時点）

【概要】令和６年度県⼯事事故防⽌対策事業計画

２型別

［人］

【特徴】
・「墜落,転落」「挟まれ,巻き込まれ」が多く発⽣
・「墜落,転落」は、はしごから⾜を踏み外して墜落する事故が発⽣
・「挟まれ,巻き込まれ」は、重機械等を操作・作業中に⼿を挟むな

どの事故が発⽣
・死亡事故は、堰点検作業中に河川内へ転落し、死亡したもの

上段（R４）
下段（R５）

［人］

負傷者上段（R４）
下段（R５）

５ 施⼯体系別

［人］

元請け

１次下請

２次下請

３次下請

その他

上段（R４）
下段（R５）

負傷者

第６次県工事事故防止対策推進計画の目標達成状況

第３次計画（H18～22年）
合計74人（うち死亡５人）

第４次計画（H24～28年）
合計152人（うち死亡７人）

第５次計画（H29～R３年）
合計121人（うち死亡４人）

第６次計画（R４～８年）
合計43人（うち死亡１人）R５時点

目標74人以下（年平均15人×５年）

目標ライン（15人×5年）

死亡者 （目標）0人＜（Ｒ５時点）１人
負傷者 （目標）74人≧（Ｒ５時点）43人

３年未満

10年未満

20年未満

30年未満

40年未満

50年未満

１年以下

【特徴】
・１次下請による事故が最も発⽣
・死亡事故は、再委託の作業員であった

□ 昭和53年に⽩⽯市⼩原で起きた⼟砂崩壊事故（７名死亡）を契機に労働災害防⽌に取り組むため『県⼯事事故防⽌対策委員会』 を設置
□ 事故防⽌対策を総合的かつ計画的に進めるため，平成８年に『第１次県⼯事事故防⽌対策推進計画（５ヶ年計画）』を策定
□ 『県⼯事事故防⽌対策推進計画』に基づき，毎年度の⾏動計画である『県⼯事事故防⽌対策事業計画』を策定

上記を踏まえて事業計画を設定

特
徴
か
ら
課
題
の
整
理

［人］
主な取組
□ 各部局の各事務所における型別傾向を踏まえた⽬標設定及び具体的な取組の実施

（現場事務所へ掲⽰，安全衛⽣教育時に下請業者へ配布・説明を実施するよう指導）
□ ⼯事現場安全点検等の実施

（特に作業環境の整備状況や墜落防⽌対策（はしごの固定等）の実施状況を確認）
□ 安全講習会等の実施（型別に発⽣する事故の傾向を踏まえた講習会の実施）

【特徴】
・令和５年は16⼈（うち
死亡者１⼈）で，令和４年
と⽐較すると11⼈減少
・死亡事故が１件発⽣

負傷者

転倒

飛来,落下

激突され

挟まれ,
巻き込まれ

切れ,こすれ

動作の反動

その他

墜落,転落

おぼれ

４ 経験年数別

発⽣傾向

自動車・バイク 公共施設

埋設管 電柱・電線

その他

17件

10件

9件

7件

4件

【特徴】
・令和５年は、16⼈中14⼈が経験年数10年以上の

経験豊富な作業員による事故であった
・作業計画書が詳細に記載されていないものが多く

あった
・死亡事故は、作業計画に曖昧な部分が多くあった

※うち
⾶び⽯10件

【R5事故防⽌対策の結果】
現場安全点検において墜落防⽌対策（はしごの固定等）の徹底を図った結

果、「墜落,転落」による事故は減少したものの、相対的には未だ多く、また
「挟まれ,巻き込まれ」についても依然として多く発⽣した。

20代

30代

40代

50代

60代

70代

上段（R４）
下段（R５）

負傷者
［人］

３ 年齢別

【特徴】
・30代〜60代にかけて事故が発⽣
・死亡事故は、50代による事故であった

【R5事故防⽌対策の結果】
作業環境の整備を重点的に指導した結果、40〜50代による

転倒事故などが減少し、また、令和４年に多かった「慣れ,慢
⼼」が起因した不注意による事故について、注意喚起を徹底
したことで、特に多かった40代による事故が減少した。

【R5事故防⽌対策の結果】
講習会等を通じて注意喚起等を実施した結果、10年未満の経験の浅

い作業員や20年未満の経験豊富な作業員による事故は減少したが、
20年以上の熟練作業員による事故は増加した。

【R5事故防⽌対策の結果】
契約約款や下請適正化要綱に基づき、適切な施⼯体制の徹底を図っ

てきたことで、下請による事故の減少が⾒られた。しかしながら、中
には下請未承認などによる不適切な施⼯体制が複数みられており、死
亡事故についても再委託未承諾の作業員による事故であった。

【R5事故防⽌対策の結果】
現場安全点検等で注意喚起

を⾏った結果、「埋設管」
「電柱・電線」はＲ４年から
半減した⼀⽅、「⾃動⾞・バ
イク」は1.4倍に増加した。

◇労働災害の課題
・令和４年よりも11⼈減少したものの、死亡事故が１件発⽣
・「墜落,転落」「挟まれ,巻き込まれ」が全体の５割（８件）発⽣しており、墜

落防⽌対策が未徹底による墜落事故や油断・不注意による挟まれ事故など、型
別に発⽣する事故の傾向を踏まえた対策が必要

・30代から60代と幅広い世代で事故が発⽣していることから、各年代で発⽣しや
すい事故傾向を踏まえた取組みが必要

・経験年数10年以上の作業員による事故が９割（14件）発⽣しており、「慣れや
油断」が起因した事故が多発していることから、経験年数に応じた安全衛⽣教
育等や作業計画の明確化の徹底が必要

・１次下請による事故が多発していることや、下請未承認などの不適切な施⼯体
制が⾒られることから、適切な施⼯体制の徹底が必要

◇公衆災害の課題
・⾃動⾞・バイクへの事故が多発しており、特に⾶び⽯による事故が多発してい

ることから、重点的な対策が必要

グラフ１
グラフ２

グラフ３

グラフ４

グラフ５

グラフ６

【R5事故概要】
事故の中には、作業計画

書が不明瞭なものが多く、
下請未承認などの不適切な
施⼯体制も複数⾒られた。

また、「慣れや油断」が
起因した熟練作業員による
事故が多く発⽣している。

死亡事故は、作業計画書
が不明瞭でかつ再委託未承
諾の作業員による事故で
あった。

・全国的な⼈⼝減少、少⼦・⾼齢化の進展に伴い、担い⼿確保が喫緊の課題。
・担い⼿確保に向けた魅⼒ある建設業の実現には、労働者の処遇改善、働き⽅改⾰、⽣産

性向上を⼀体的に進める必要があり、安全安⼼な⼯事現場の構築も重要な要素の１つ。

・令和６年４⽉から、改正労働基準法に基づく時間外労働の上限規制の適⽤が開始。
・焦りなどに起因する労働災害の増加も懸念されることから、週休２⽇など適正な休⽇確

保はもとより、事故防⽌対策の更なる推進が必要不可⽋。

・令和5年の事故は、死亡事故の発⽣や下請未承認など不適切な施⾏体制が⾒られた。
・事故状況を踏まえた「重点事項」を設定し「具体的な取組」の充実・徹底を図り、労働
災害ゼロの実現と魅⼒ある建設現場の構築に向けて、事故防⽌対策に取り組んでいく。

建設業を取り巻
く環境の変化

事 故 防 ⽌ に
向 け て

令和６年度の
動 き

１ 死傷者の推移（H25〜R５）

［件数］

※Ｒ５年の発注件数については、Ｒ６.１末時点の数値


